
令和３年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

環境省 第２次回答 

 

管理番号 184 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 06_環境・衛生 

 

提案事項（事項名） 

農林水産業を営む者が行う野外焼却に関する廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び同法施行令並びに関

連通知の解釈の明確化 

 

提案団体 

広島市 

 

制度の所管･関係府省 

環境省 

 

求める措置の具体的内容 

農業に伴う野外焼却が、廃棄物の処理及び清掃に関する法律では焼却禁止の例外とされている一方で、厚生

省からの通知においては「処理基準を順守しない焼却として行政指導等を行うことは可能」としていることについ

て、「農業を営むためにやむを得ないものとして行われる廃棄物の焼却を、指導の対象とするか否かについて、

例えば、地域において軽微な焼却に係るルール作りが行われていることをもって、各地方公共団体が判断する

ことができる」旨の見解を、通知等で明確にするよう求める。 

 

具体的な支障事例 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律では、廃棄物の焼却を禁止し罰則規定が設けられる一方で、「農業を営む

ためにやむを得ないものとして行われる廃棄物の焼却」等は例外とされている。また、この例外について、平成

12 年９月 28 日付厚生省環境整備課長通知においては、「焼却禁止の規定は、悪質な廃棄物の焼却を罰則の

対象とすることにより取締りの実効を上げるためのものであり、罰則の対象として馴染まないものについて例外

を設けているが、これらについても、処理基準を遵守しない焼却として行政指導等を行うことは可能」とされてい

る。 

当市としては、例えば、都市部と農村部では当然違いがあり、一律の基準の下で指導を行うことは現実的では

なく、地域コミュニティの中での合意が得られるのであれば、その地域の実情に応じて、指導の対象としないこと

ができるなど、柔軟な対応が必要なものと考えており、農業従事者による野外焼却に係る近隣住民等からの苦

情（年間 100 件程度）に対しても、その都度、状況確認を行い、必要に応じて生活環境への配慮を行っていただ

くよう、指導を行っている。しかしながら、上記のように法律と通知で相反することが規定されていることにより、

指導の現場では、農業に伴う野外焼却が認められていないと主張する者と、認められていると主張する者が対

立する構造になっており、対応に苦慮するなど支障となっている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律等の解釈が明確になることで、地方公共団体は、地域住民による自治を

尊重しつつ、必要に応じて指導を行うことができるようになるなど、きめ細やかな対応が可能となる。 

 

根拠法令等 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 16 条の２、同法施行令第 14 条、平成 12 年９月 28 日付厚生省環境整

備課長通知第 12 

 

 



追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

千葉市、川崎市、魚沼市、豊橋市、小牧市、田原市、京都市、寝屋川市、防府市、宇和島市、熊本市 

 

○当市でも、農業に伴う焼却行為がたびたび行われ近隣住民からの苦情が発生する。その都度現場確認を行

うが、「農業を営むためにやむを得ないものとして行われる廃棄物の焼却」は禁止、罰則の例外とされているた

め、行政指導を行うのみで行為自体の抑制効果は少ない。「やむを得ない」ものであるとの判断基準もあいまい

で、消防や警察も出動するような一見悪質と思われるケースでも、行為者の主張により行政指導に止まることも

ある。地方公共団体による個別判断では、行政間での対応にばらつきが生じる恐れもあるため、法解釈が明確

化されるよう求める。 

○当市においても、法令に基づき対応しているが、例外であったとしても、生活環境上支障がある場合は、指導

を行っている。生活環境に与える影響が軽微であることが例外規定にあたることを考えると、農業に伴う野外焼

却が認められているという認識ではなく、影響が軽微であれば野外焼却行為を行ってもやむを得ないとの認識

のもと行為者に対し、当該焼却行為が支障がある旨の説明を行っている。令和２年度に当課で受けた野焼きに

関する通報は、44 件であった。 

○農村部における農業に伴う野外焼却は半ば慣習となっており、都市部等から移転・転入してきた住民と従来

から農村部に居住している農業従事者との主たる苦情の要因となっている。現に管内でも同一の行為者及び通

報者への対応を繰り返す事例もあり、現場対応等に係る負担が増加している。また、現場での一時的な指導

は、根本的な問題の解決に至らないため、「農業を営むためにやむを得ないものとして行われる廃棄物の焼却」

等の例外の判断について、廃棄物の処理及び清掃に関する法律等の解釈を明確にした運用が必要と考える。 

○農業を営むためにやむを得ないものとして行われる廃棄物の焼却として、農業者が行う稲わら等の焼却と明

記されているのみであり、現場対応に苦慮する場合がある。例外規定の更なる具体例や判断基準を明確にする

ことで、統一的に必要な指導を行うことができる。 

○当市においても、北部地域で農業を営んでいる方がおり、年に数件野焼きによる苦情を寄せられる。現地に

おいて、当事者に説明等を行い、野焼きに関する規定等を説明するが、提案都市からの事例と同様に、法律と

通知に相反することが規定されているため、効果的な指導にはつながっていない。そのため、野焼きに関する明

確な規定を設けていただきたい。 

○消防庁と農林水産省とも連携して行う必要がある。当市では、農業行為に伴う野焼を行う場合、最近、事前に

消防署に「揚煙届」を提出して、火災と区別して、不必要な現場確認を行なわくてすむような方法をとっている例

がある。しかし、この場合も、行為者は、別に地域コミュニティーの合意を取ることが必要で、合意がとられておら

ず、通報、苦情に発展している場合が散見される。農業行為に伴う野焼きに限らず、些細な落ち葉焼き、バーベ

キューの煙なども、近隣住民への説明、合意がないことが原因で苦情に発展している。苦情（通報）の段階で

は、農業行為といえど、何を燃やしているのかわからないため現場を確認する必要があり、また、苦情ではない

ものの煙を見た市民が善意で通報、連絡するケースもあり現場確認のための出動件数が多くなっている。 

○当市においても年間約 80 件の野焼き対応をしているが、そのほとんどが農業活動に伴う野焼きであり、いわ

ゆる例外規定になっている。現在は、周辺環境への影響を鑑みて、通報に基づき口頭注意を行っているところだ

が、法的拘束力がなく交渉が難航する場合があるため、判断基準をより明確化する必要はあると考える。 

 

各府省からの第１次回答 

廃棄物処理法第 16 条の２第３号の規定により同法施行令第 14 条各号で定める廃棄物の焼却は、「公益上若

しくは社会の慣習上やむを得ない廃棄物の焼却」又は「周辺地域の生活環境に与える影響が軽微である廃棄

物の焼却」について、具体的に明示したものである。 

したがって、個別事案が当該例外規定に該当するか否かの判断における、「やむを得ないものといえるかどう

か」については、上記の「公益上若しくは社会の慣習上やむを得ないといえるかどうか」及び「周辺地域の生活

環境に与える影響が軽微といえるかどうか」を勘案して判断されるべきものである。 

仮に農業、林業又は漁業を営むために行われる廃棄物の焼却であるとしても、それがやむを得ないものとは言

えない場合は当該例外規定に当たらないことから、平成 12 年９月 28 日付厚生省生活衛生局水道環境部環境

整備課長通知記の第 12 の７においては「生活環境の保全上著しい支障を生ずる廃ビニールの焼却はこれに含

まれるものではないこと」等を例示して通知しているところである。 

また、同法第 16 条の２は、あくまでも焼却禁止の罰則規定の対象から除外する規定であり、必ずしも同法第 19

条の４の規定による措置命令等の対象から除外するものではない。 

したがって、個別事案における苦情対応等に当たっては、必要に応じて、措置命令その他行政指導等（指導・助

言）を行うことは可能であると考えられる。 

このことから、同通知記の第 12 の１においては「焼却禁止の例外とされる廃棄物の焼却についても、処理基準



を遵守しない焼却として改善命令、措置命令等の行政処分及び行政指導を行うことは可能である」旨を通知して

いるところである。 

これらを踏まえ、法令に反しない限りにおいて、ご要望にあるような都市部と農村部の違い、コミュニティでの合

意形成（ルール作り）といった観点から判断基準を明確化する等、それぞれの地域の実情に応じて、各地方公

共団体で適切にご判断いただきたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

野外焼却が問題となっている地域では、廃棄物処理法第 16 条の２の焼却禁止やその例外規定に加え、行政指

導等の根拠となる同法第 19 条の４の規定を理解してもらう必要がある。 

この点について、同法第 19 条の４の措置命令の規定は、「一般廃棄物処理基準（特別管理一般廃棄物にあつ

ては、特別管理一般廃棄物処理基準）に適合しない一般廃棄物の収集、運搬又は処分が行われた場合」を対

象としている。 

他方、同法第 16 条の２は、第１号において、「一般廃棄物処理基準、特別管理一般廃棄物処理基準（略）に従

つて行う廃棄物の焼却」と規定する一方で、第３号において、「公益上若しくは社会の慣習上やむを得ない廃棄

物の焼却又は周辺地域の生活環境に与える影響が軽微である廃棄物の焼却として政令で定めるもの」と規定し

ているため、第３号に基づく廃棄物の焼却に対し、同法第 19 条の４の措置命令の対象となるか否かが不明確と

なっていると考える。 

また、これらの法令の関係性を理解したうえで、地域での合意形成（ルールづくり）による、判断基準の明確化な

ど、地域の実情に応じた対応が行えるようにすることが望ましい。 

このため、これまでの通知では明確に示されていなかった行政指導等の根拠規定や地域の実情に応じた対応

の考え方（第１次回答の内容）を、各地方公共団体や市民にとってわかりやすい表現で、改めて通知をいただき

たい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

― 

 

地方六団体からの意見 

【全国知事会】 

提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

 

各府省からの第２次回答 

廃棄物処理法第 16 条の２第３号の規定に基づく廃棄物の焼却については、必要に応じて、同法第 19 条の４に

規定する措置命令その他行政指導等を行うことが可能であること等、両条項の関係性を明確化する等の通知

等の発出を行う予定である。 




